
   

 

租税特別措置法（抄） 

（昭和三十二年法律第二十六号） 

 

（特定船舶の特別償却） 

第十一条 青色申告書を提出する個人で政令で定める海上運送業（以下この項において「特定海

上運送業」という。）を営むものが、令和三年四月一日から令和八年三月三十一日までの間に、

特定海上運送業の経営の合理化及び環境への負荷の低減に資するものとして政令で定める船舶

のうち次の各号に掲げるもの（以下この条において「特定船舶」という。）でその製作の後事業

の用に供されたことのないものを取得し、又は特定船舶を製作して、これを当該個人の特定海

上運送業の用に供した場合（所有権移転外リース取引により取得した当該特定船舶をその用に

供した場合又は政令で定める個人以外のものが貸付けの用に供した場合を除く。）には、その用

に供した日の属する年における当該個人の事業所得の金額の計算上、当該特定船舶の償却費と

して必要経費に算入する金額は、所得税法第四十九条第一項の規定にかかわらず、当該特定船

舶について同項の規定により計算した償却費の額と特別償却限度額（当該特定船舶の取得価額

に当該各号に掲げる船舶の区分に応じ当該各号に定める割合を乗じて計算した金額をいう。）と

の合計額（次項において「合計償却限度額」という。）以下の金額で当該個人が必要経費として

計算した金額とする。ただし、当該特定船舶の償却費として同条第一項の規定により必要経費

に算入される金額を下ることはできない。 

一 その個人の海上運送法（昭和二十四年法律第百八十七号）第三十九条の五に規定する認定

外航船舶確保等計画（以下この号及び次号において「認定外航船舶確保等計画」という。）に

記載された同法第三十九条の二第二項第二号に規定する特定外航船舶（以下この号及び次号

において「特定外航船舶」という。）のうち当該認定外航船舶確保等計画に従つて取得し、又

は製作された本邦対外船舶運航事業用船舶（同法第三十九条第二項第三号に規定する本邦対

外船舶運航事業者等の営む同法第三十五条第三項第五号に規定する対外船舶運航事業の用に

供するための特定外航船舶をいう。）であることにつき財務省令で定めるところにより証明が

されたものに該当する外航船舶（本邦と外国との間又は外国と外国との間を往来する船舶を

いう。以下この項において同じ。） 当該外航船舶が次に掲げる船舶のいずれに該当するかに

応じそれぞれ次に定める割合 

イ その個人の海上運送法第三十九条の十四に規定する認定先進船舶導入等計画（先進船舶

（同法第三十九条の十第一項に規定する先進船舶をいう。イにおいて同じ。）の導入に関す

るものに限る。）に記載された先進船舶（環境への負荷の低減に著しく資するものとして政

令で定める船舶に限る。次号イ及び第三号イにおいて「特定先進船舶」という。） 百分の

三十（日本船舶（船舶法（明治三十二年法律第四十六号）第一条に規定する日本船舶をい

う。以下この項において同じ。）に該当するものについては、百分の三十二） 

ロ イに掲げる船舶以外の船舶 百分の二十七（日本船舶に該当するものについては、百分

の二十九） 

二 特定外航船舶のうちその特定外航船舶に係る認定外航船舶確保等計画に従つて取得し、又

は製作されたものであることにつき財務省令で定めるところにより証明がされたものに該当

する外航船舶（前号に掲げる船舶を除く。） 当該外航船舶が次に掲げる船舶のいずれに該当



   

 

するかに応じそれぞれ次に定める割合 

イ 特定先進船舶 百分の二十八（日本船舶に該当するものについては、百分の三十） 

ロ イに掲げる船舶以外の船舶 百分の二十五（日本船舶に該当するものについては、百分

の二十七） 

三 前二号に掲げる船舶以外の外航船舶 当該外航船舶が次に掲げる船舶のいずれに該当する

かに応じそれぞれ次に定める割合 

イ 特定先進船舶 百分の十八（日本船舶に該当するものについては、百分の二十） 

ロ イに掲げる船舶以外の船舶 百分の十五（日本船舶に該当するものについては、百分の

十七） 

四 外航船舶以外の船舶 百分の十六（環境への負荷の低減に著しく資するものとして政令で

定めるものについては、百分の十八） 

２ 前項の規定により当該特定船舶の償却費として必要経費に算入した金額がその合計償却限度

額に満たない場合には、当該特定船舶を事業の用に供した年の翌年分の事業所得の金額の計算

上、当該特定船舶の償却費として必要経費に算入する金額は、所得税法第四十九条第一項の規

定にかかわらず、当該特定船舶の償却費として同項の規定により必要経費に算入する金額とそ

の満たない金額以下の金額で当該個人が必要経費として計算した金額との合計額に相当する金

額とすることができる。 

３ 前二項の規定は、確定申告書に、これらの規定により必要経費に算入される金額についての

その算入に関する記載があり、かつ、特定船舶の償却費の額の計算に関する明細書の添付があ

る場合に限り、適用する。 

 

（特定船舶の特別償却） 

第四十三条 青色申告書を提出する法人で政令で定める海上運送業（以下この項において「特定

海上運送業」という。）を営むものが、令和三年四月一日から令和八年三月三十一日までの間に、

特定海上運送業の経営の合理化及び環境への負荷の低減に資するものとして政令で定める船舶

のうち次の各号に掲げるもの（以下この条において「特定船舶」という。）でその製作の後事業

の用に供されたことのないものを取得し、又は特定船舶を製作して、これを当該法人の特定海

上運送業の用に供した場合（所有権移転外リース取引により取得した当該特定船舶をその用に

供した場合又は政令で定める法人以外のものが貸付けの用に供した場合を除く。）には、その用

に供した日を含む事業年度の当該特定船舶の償却限度額は、法人税法第三十一条第一項又は第

二項の規定にかかわらず、当該特定船舶の普通償却限度額と特別償却限度額（当該特定船舶の

取得価額に当該各号に掲げる船舶の区分に応じ当該各号に定める割合を乗じて計算した金額を

いう。）との合計額とする。 

一 その法人の海上運送法第三十九条の五に規定する認定外航船舶確保等計画（以下この号及

び次号において「認定外航船舶確保等計画」という。）に記載された同法第三十九条の二第二

項第二号に規定する特定外航船舶（以下この号及び次号において「特定外航船舶」という。）

のうち当該認定外航船舶確保等計画に従つて取得し、又は製作された本邦対外船舶運航事業

用船舶（同法第三十九条第二項第三号に規定する本邦対外船舶運航事業者等の営む同法第三

十五条第三項第五号に規定する対外船舶運航事業の用に供するための特定外航船舶をいう。）



   

 

であることにつき財務省令で定めるところにより証明がされたものに該当する外航船舶（本

邦と外国との間又は外国と外国との間を往来する船舶をいう。以下この項において同じ。） 

当該外航船舶が次に掲げる船舶のいずれに該当するかに応じそれぞれ次に定める割合 

イ その法人の海上運送法第三十九条の十四に規定する認定先進船舶導入等計画（先進船舶

（同法第三十九条の十第一項に規定する先進船舶をいう。イにおいて同じ。）の導入に関す

るものに限る。）に記載された先進船舶（環境への負荷の低減に著しく資するものとして政

令で定める船舶に限る。次号イ及び第三号イにおいて「特定先進船舶」という。） 百分の

三十（日本船舶（船舶法第一条に規定する日本船舶をいう。以下この項において同じ。）に

該当するものについては、百分の三十二） 

ロ イに掲げる船舶以外の船舶 百分の二十七（日本船舶に該当するものについては、百分

の二十九） 

二 特定外航船舶のうちその特定外航船舶に係る認定外航船舶確保等計画に従つて取得し、又

は製作されたものであることにつき財務省令で定めるところにより証明がされたものに該当

する外航船舶（前号に掲げる船舶を除く。） 当該外航船舶が次に掲げる船舶のいずれに該当

するかに応じそれぞれ次に定める割合 

イ 特定先進船舶 百分の二十八（日本船舶に該当するものについては、百分の三十） 

ロ イに掲げる船舶以外の船舶 百分の二十五（日本船舶に該当するものについては、百分

の二十七） 

三 前二号に掲げる船舶以外の外航船舶 当該外航船舶が次に掲げる船舶のいずれに該当する

かに応じそれぞれ次に定める割合 

イ 特定先進船舶 百分の十八（日本船舶に該当するものについては、百分の二十） 

ロ イに掲げる船舶以外の船舶 百分の十五（日本船舶に該当するものについては、百分の

十七） 

四 外航船舶以外の船舶 百分の十六（環境への負荷の低減に著しく資するものとして政令で

定めるものについては、百分の十八） 

２ 前項の規定は、確定申告書等に特定船舶の償却限度額の計算に関する明細書の添付がない場

合には、適用しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   

 

租税特別措置法施行令（抄） 

（昭和三十二年政令第四十三号） 

 

（特定船舶の特別償却） 

第五条の八 法第十一条第一項に規定する政令で定める海上運送業は、海洋運輸業（本邦

の港と本邦以外の地域の港との間又は本邦以外の地域の各港間において船舶により人

又は物の運送をする事業をいう。次項第一号及び第四項において同じ。）、沿海運輸業（本

邦の各港間において船舶により人又は物の運送をする事業をいう。次項第二号及び第五

項において同じ。）及び船舶貸渡業（海上運送法（昭和二十四年法律第百八十七号）第二

条第七項に規定する船舶貸渡業をいう。次項及び第三項において同じ。）とする。 

２ 法第十一条第一項に規定する特定海上運送業の経営の合理化及び環境への負荷の低

減に資するものとして政令で定める船舶は、次に掲げる船舶に該当する鋼船（船舶法（明

治三十二年法律第四十六号）第二十条の規定に該当するものを除く。）のうち国土交通大

臣が財務大臣と協議して指定するものとする。 

一 海洋運輸業の用に供される船舶（船舶のトン数の測度に関する法律（昭和五十五年

法律第四十号）第四条第一項に規定する国際総トン数が一万トン以上のものに限るも

のとし、匿名組合契約（当事者の一方が相手方の事業のために出資をし、相手方がそ

の事業から生ずる利益を分配することを約する契約を含む。）又は外国におけるこれ

に類する契約（次号において「匿名組合契約等」という。）の目的である船舶貸渡業の

用に供されるもの（その船舶貸渡業を営む個人の法第十一条第一項第一号イに規定

する認定先進船舶導入等計画に記載された海上運送法第三十九条の十第一項に規

定する先進船舶に該当するものを除く。）で、その貸付けを受けた者の海洋運輸業の

用に供されるものを除く。） 

二 沿海運輸業の用に供される船舶（総トン数が五百トン以上のものに限るものとし、匿

名組合契約等の目的である船舶貸渡業の用に供されるもので、その貸付けを受けた

者の沿海運輸業の用に供されるものを除く。） 

３ 法第十一条第一項に規定する政令で定める個人は、船舶貸渡業を営む個人とする。 

４ 法第十一条第一項第一号イに規定する政令で定める船舶は、海洋運輸業の用に供され

る船舶のうち環境への負荷の低減に著しく資するものとして国土交通大臣が財務大臣と協

議して指定するものとする。 

５ 法第十一条第一項第四号に規定する政令で定めるものは、沿海運輸業の用に供される

船舶のうち環境への負荷の低減に著しく資するものとして国土交通大臣が財務大臣と協議

して指定するものとする。 

６ 国土交通大臣は、第二項又は前二項の規定により船舶を指定したときは、これを告示す

る。 

 

 

 

 



   

 

租税特別措置法施行令（抄） 

（昭和三十二年政令第四十三号） 

 

（特定船舶の特別償却） 

第五条の八 法第十一条第一項に規定する政令で定める海上運送業は、海洋運輸業（本

邦の港と本邦以外の地域の港との間又は本邦以外の地域の各港間において船舶によ

り人又は物の運送をする事業をいう。次項第一号及び第四項において同じ。）、沿海運

輸業（本邦の各港間において船舶により人又は物の運送をする事業をいう。次項第二号

及び第五項において同じ。）及び船舶貸渡業（海上運送法（昭和二十四年法律第百八十

七号）第二条第七項に規定する船舶貸渡業をいう。次項及び第三項において同じ。）とす

る。 

２ 法第十一条第一項に規定する特定海上運送業の経営の合理化及び環境への負荷の

低減に資するものとして政令で定める船舶は、次に掲げる船舶に該当する鋼船（船舶法

（明治三十二年法律第四十六号）第二十条の規定に該当するものを除く。）のうち国土交

通大臣が財務大臣と協議して指定するものとする。 

一 海洋運輸業の用に供される船舶（船舶のトン数の測度に関する法律（昭和五十五年

法律第四十号）第四条第一項に規定する国際総トン数が一万トン以上のものに限るも

のとし、匿名組合契約（当事者の一方が相手方の事業のために出資をし、相手方がそ

の事業から生ずる利益を分配することを約する契約を含む。）又は外国におけるこれ

に類する契約（次号において「匿名組合契約等」という。）の目的である船舶貸渡業の

用に供されるもの（その船舶貸渡業を営む個人の法第十一条第一項第一号イに規定

する認定先進船舶導入等計画に記載された海上運送法第三十九条の十第一項に規

定する先進船舶に該当するものを除く。）で、その貸付けを受けた者の海洋運輸業の

用に供されるものを除く。） 

二 沿海運輸業の用に供される船舶（総トン数が五百トン以上のものに限るものとし、匿

名組合契約等の目的である船舶貸渡業の用に供されるもので、その貸付けを受けた

者の沿海運輸業の用に供されるものを除く。） 

３ 法第十一条第一項に規定する政令で定める個人は、船舶貸渡業を営む個人とする。 

４ 法第十一条第一項第一号イに規定する政令で定める船舶は、海洋運輸業の用に供さ

れる船舶のうち環境への負荷の低減に著しく資するものとして国土交通大臣が財務大

臣と協議して指定するものとする。 

５ 法第十一条第一項第四号に規定する政令で定めるものは、沿海運輸業の用に供され

る船舶のうち環境への負荷の低減に著しく資するものとして国土交通大臣が財務大臣と

協議して指定するものとする。 

６ 国土交通大臣は、第二項又は前二項の規定により船舶を指定したときは、これを告示

する。 

（特定船舶の特別償却） 

第二十八条 法第四十三条第一項に規定する政令で定める海上運送業は、海洋運輸業（本邦の港

と本邦以外の地域の港との間又は本邦以外の地域の各港間において船舶により人又は物の運送



   

 

をする事業をいう。次項第一号及び第四項において同じ。）、沿海運輸業（本邦の各港間におい

て船舶により人又は物の運送をする事業をいう。次項第二号及び第五項において同じ。）及び

船舶貸渡業（海上運送法第二条第七項に規定する船舶貸渡業をいう。次項及び第三項において

同じ。）とする。 

２ 法第四十三条第一項に規定する特定海上運送業の経営の合理化及び環境への負荷の低減に資

するものとして政令で定める船舶は、次に掲げる船舶に該当する鋼船（船舶法第二十条の規定

に該当するものを除く。）のうち国土交通大臣が財務大臣と協議して指定するものとする。 

一 海洋運輸業の用に供される船舶（船舶のトン数の測度に関する法律第四条第一項に規定す

る国際総トン数が一万トン以上のものに限るものとし、匿名組合契約（当事者の一方が相手

方の事業のために出資をし、相手方がその事業から生ずる利益を分配することを約する契約

を含む。）又は外国におけるこれに類する契約（次号において「匿名組合契約等」という。）

の目的である船舶貸渡業の用に供されるもの（その船舶貸渡業を営む法人の法第四十三条第

一項第一号イに規定する認定先進船舶導入等計画に記載された海上運送法第三十九条の十第

一項に規定する先進船舶に該当するものを除く。）で、その貸付けを受けた者の海洋運輸業

の用に供されるものを除く。） 

二 沿海運輸業の用に供される船舶（総トン数が五百トン以上のものに限るものとし、匿名組

合契約等の目的である船舶貸渡業の用に供されるもので、その貸付けを受けた者の沿海運輸

業の用に供されるものを除く。） 

３ 法第四十三条第一項に規定する政令で定める法人は、船舶貸渡業を営む法人とする。 

４ 法第四十三条第一項第一号イに規定する政令で定める船舶は、海洋運輸業の用に供される船

舶のうち環境への負荷の低減に著しく資するものとして国土交通大臣が財務大臣と協議して指

定するものとする。 

５ 法第四十三条第一項第四号に規定する政令で定めるものは、沿海運輸業の用に供される船舶

のうち環境への負荷の低減に著しく資するものとして国土交通大臣が財務大臣と協議して指定

するものとする。 

６ 国土交通大臣は、第二項又は前二項の規定により船舶を指定したときは、これを告示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   

 

租税特別措置法施行規則 

（昭和三十二年大蔵省令第十五号） 

（特定船舶の特別償却） 

第五条の十二の四 法第十一条第一項第一号に規定する財務省令で定めるところにより証明がさ

れたものは、当該個人の同号に規定する認定外航船舶確保等計画に従つて取得し、又は製作さ

れた同号に規定する本邦対外船舶運航事業用船舶に該当する船舶で、その該当することにつ

き、同項の規定の適用を受けようとする年分の確定申告書に海上運送法施行規則（昭和二十四

年運輸省令第四十九号）第四十二条の七の九第四項の規定により国土交通大臣が当該個人に対

して交付する当該船舶に係る同項に規定する確認証の写しを添付することにより証明がされた

ものとする。 

２ 前項の規定は、法第十一条第一項第二号に規定する財務省令で定めるところにより証明がさ

れたものについて準用する。この場合において、前項中「本邦対外船舶運航事業用船舶」とあ

るのは、「特定外航船舶」と読み替えるものとする。 

（特定船舶の特別償却） 

第二十条の十一 法第四十三条第一項第一号に規定する財務省令で定めるところにより証明がさ

れたものは、当該法人の同号に規定する認定外航船舶確保等計画に従つて取得し、又は製作さ

れた同号に規定する本邦対外船舶運航事業用船舶に該当する船舶で、その該当することにつ

き、同項の規定の適用を受けようとする事業年度の確定申告書等に海上運送法施行規則第四十

二条の七の九第四項の規定により国土交通大臣が当該法人に対して交付する当該船舶に係る同

項に規定する確認証の写しを添付することにより証明がされたものとする。 

２ 前項の規定は、法第四十三条第一項第二号に規定する財務省令で定めるところにより証明が

されたものについて準用する。この場合において、前項中「本邦対外船舶運航事業用船舶」と

あるのは、「特定外航船舶」と読み替えるものとする。 


